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令和４年分 所得税申告 db システム 

～改正概要/翌年更新/新規登録（修正）～ 
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主な改正概要／プログラム変更点 

【個人決算書】 

 雑所得を生ずべき業務に係る改正（令和 2年度税制改正） 

雑所得を生ずべき業務（以降、雑（業務））の「前々年分」の収入金額が、 

1．300 万円以下の場合、現金主義の特例を受けることができます。 

2．300 万円超の場合、現金預金取引等書類(請求書、領収書他)を 5年間保存する必要が

あります。 

3．1,000 万円超の場合、確定申告書に収支内訳書(一般用)の添付をする必要があります。 

 

   →→収支内訳書（一般用）に「営業等、雑（業務）」の選択欄が追加されました。 

   
 

【確定申告書】 

①確定申告書A の廃止 

これまでの「申告書A」「申告書B」の2 様式を統合し、「申告書」が1 本化されました。 

   

②申告書第五表の廃止、更正の請求書の記載事項の整備 

デジタル手続法「行政機関等に提供された情報については、行政機関等が相互に連携して情 

報共有を図ることで、同一内容の情報提供を要しない。」の基本原則により、修正前又はその 

請求に係る更正前の課税標準等は記載不要となりました。（通法 19④） 

《申告書の変更点》 

・第一表に修正申告「修正前の第 3 期分の税額」「第 3 期分の税額の増加額」が追加されました。 

  

・第二表「特例適用条文等」欄に修正する事項・理由を記載します。 

【所得税額異動比較表の新設】 

第五表の廃止、更正の請求時の記載事項の整備に伴い、所得税額異動比較表を資料に新設しました。 

申告区分が修正、更正の場合のみ出力可能です。 

修正申告または更正の請求の内容と、前回申告分の内容を比較します。 

前期比較表に準じた作りとなっています。異動前の金額は入力画面から実額入力可能です。 
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・短期退職手当等の創設（令和 3 年度税制改正） 

  役員等以外の者としての勤続年数が５年以下である者に対する退職手当等（短期退職手当等）に 

ついて、その退職所得の金額の計算方法が改正されました。 

  →→第三表の退職所得欄が変更   

 

・住宅関連の改正（令和 4 年度税制改正） 

 新規区分（ZEH 水準省エネ住宅、省エネ基準適合住宅）が追加されました。 

・適用期限が 4 年延長されました。（令和 7 年 12 月 31 日まで） 

・借入限度額や控除率が引き下げられました。 

・その他対応年度の変更が行われました。 

 

 

・納税地の特例制度の改正 

ワンスオンリー徹底の観点から、「所得税の納税地の変更に関する届出書」及び「所得税の納税地の 

異動に関する届出書」の提出が不要とされ、確定申告書等に「振替継続希望」欄が追加されました。 

（旧所法 16③～⑤、20、旧所令 57、旧所規 17） 

   

 

・公金受取口座の利用に関する措置 

公金給付等の支給先を国（デジタル庁）に登録できる制度です。確定申告書に「公金受取口座登録 

の同意」欄、「公金受取口座の利用欄」欄を新設し、登録や利用が可能となりました。 

   

 

 

・新規対応帳票 

 国庫補助金等の総収入金額不算入に関する明細書 

 特定の基金に対する負担金等の必要経費算入に関する明細書 
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（令和３年以前のマスターがある場合） 

翌年更新 令和３年分以前のマスターを令和４年分に翌年更新を行います。 

 

①『翌年更新』業務より処理を行います。 

 

 

②対象となる年度、マスターを選択します。選択後、更新時の設定を確認します。 

 確認後、『更新開始』を選択します。 

 
 

③メッセージを確認します。 
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新規マスター登録／マスター情報修正（基本情報変更・申告区分変更等） 

 

① 顧問先選択を行います。 

 

 

②『新規登録・修正・削除』業務より処理を行います。 

 

設定内容により以下手順が異なります。 

 Ａ 財務（減価償却）マスターがあり、新規で確定申告書（個人決算書）を作成する場合 

 Ｂ 財務（減価償却）マスターがなく、新規で確定申告書（個人決算書）を作成する場合 

 Ｃ 会社情報を修正する場合 手順③へ 

 ※顧問先選択を行っていない（登録していない）場合、業務内で『会社選択』を行います。 

Ａ-1 財務マスターを選択します。        

 

 

Ａ-２顧問先情報より取込を行います。      A-3 税理士情報の取込を行います。 →手順③へ 
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Ｂ-1 新規作成を選択します。        Ｂ-２申告者番号（マスター番号）を入力します。 

  

 

Ｂ-３顧問先情報より取込を行います。       Ｂ-４ 税理士情報の取込を行います。 →手順③へ 

    

 

③情報の登録／修正を行います。（当情報は申告書入力画面からも修正できます） 

③-1 基本情報 

 

※確定申告 → 修正申告／更正の請求への切替は、『申告区分の変更・削除』業務より行います。 

途中変更することにより 

帳票が削除される恐れが 

あるため、ご注意ください 
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③-2 住所等情報  

 

③-3 ユーザー設定情報 

 

 

設定後、登録（修正書込み）を行います。 

 

 

 

 


